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1、はじめに  

1993年から95年にかけて、国際貿易システムに大きな転換期が訪れた。93年11  

月ヨーロッパでは、市場統合を完成させたEC諸国が、さらなる経済、通貨、政  

治の統合を目指し，EUを発足させた。アジア太平洋においては、APECが93  

年シアトル会議でその性質を一変しこの地域における貿易と投資の自由化を目指  

すことになり、翌94年11月のボゴール宣言で、貿易自由化の目寮を先進国はヱ010  

年、途上国は2020年と定めた。その2ヶ月後、94年1月、米州においてNÅFT  

Aが発足し、自由貿易地域が創設された。世界に、EU、APEC、NAFTA  

という3つの巨大な勢力圏ができたのである。   

一方、第二次世界大戦後、自由、無差別、多角主義というGATTの原則のも  

とで進展した貿易の自由化は、先進国間の水平分業の拡大、多様化や、アジアの  

発展をもたらした。しかし、86年9月より始まったウルグアイ・ラウンドほ非常  

に難航し、グローバルな自由化が衰退するのではないかと懸念された。94年4月  

にようやく終了し、マラケシュ宣言が採択され、95年1月からは、グローバルな  

貿易システムを維持するための桟橋としてWTOが発足した。   

こうして世界にはリージョナリズムとグローバリズムという一見矛盾するかに  

思える潮流が現れた。しかし、この2つの動きは実際矛盾するのであろうか？本  

論文は、EU，NAFTA、APECを中心に世界各地で進展するリージョナリ  

ズムの動きを分析しながら、WTOの求めるグローバルな自由化が推進されうる  

のかを考察するものである。  

2、地域統合とGATT24条   

第二次世界大戦後の冷戦期において、地域機構は、地域集団安全保障を目指す  

軍事同盟としての意義を持つものが多かった。しかし、冷戦の終了と、世界的な  

経済発展に伴い、経済的頁的で作られた地域撮構が多く出現した。   

これらの経済統合を結合の度合いが緩い順に分類すると、自由貿易地域、関税  

同盟、共同市場、経済同盟、完全を統合と分層される。まず自由貿易地域ほ、域  

内貿易の自由化は行うが、共通対外問税を持たないので、域内各国は独自に域外  

からの輸入を制限できる。次に関税同盟は、域内貿易の自由化とともに共通対外  

開税を設けて同一の対域外輸入制限を行うものである。また共同市場では、貿易  

自由化に加え、労働や資本のような生産要素の移動の自由化が行われる。そして  

経済同盟では、経済政策の協調、通貨の統合をほじめ、金融、財政、社会政策等  
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を決定する超国家的な共同機関を持つに至る。そして最終段階が完全を統合であ  

る。   

EUほもっとも早くから経済統合を進め、1968年以来加盟国間でほ関税をゼロ  

とし、域外国に対してほ共通対外関税を設定した問税同盟であり、さらに市場統  

合を進めて共同市場の段階に藤行している。NAFTÅほ名前こそ自由貿易地域  

となっているが、重要産業分野について厳しい原産地規則があり、貿易・投資の  

稔合的取り決めとしても多くの特徴を持っており、対外共通関税は持たをいもの  

の実効性のある経済統合の枠組みを有している。MERCOSUR、アンデスグ  

ループ、中米共同市場、カリブ共同体は、いずれも対外共通関税を有し、共同市  

場を目指している。   

一方、GATT24条では、条件付きで関税同盟や自由貿易地域が認められてい 

る。その条件とほ、  

・関税同盟や自由貿易地域の結成や拡大によって域外の国に対する関税障壁が  

高まることのないこと。  

・問税率を引き上げる場合にほ、不利益を受ける域外国と関税交渉を行うこと。   

・関税率を引き下げる場合には、利益を得る域外国は代償を提供する必要ほな  

いこと。  

である。24条は、排他的な地域統合の試みを制限するものと解釈されているが、  

たいへん噴昧であり、これまでほとんど援用されたことはなかった。NAFTA  

とGATT24条に関する問題についてほ後に述べるが、世界の多くの地域統合に  

ヱ4条違反ほないのだろうか？このGATT24条は、リージョナリズムの動きをグ  

ローバリズムと整合させる力とならをければならをいのではないか？そこで、各  

地の地域統合が排他的なものとなっていないかを検証したいと思う。  

3, EUUU 

（1）通貨統合を目指して   

ヨーロッパの統合の理念は古くからあったが、第二次世界大戦後、1952年の欧  

州石炭鉄鋼共同体（EC SC）、58年の欧州経済共同体（EEC）、欧州原子力  

共同体（EURATOM）の発足が統合への出発点とをった。EECほ57年に仏、  

西独、伊、蘭、ベルギー、ルクセンブルクの六カ国がローマ条約に調印し、域内  

の商品、サービス、資本、労働力の移動を段階的に自由化することを定めたもの  

である。そして、この3つが統合される形で、67年に欧州共同体（EC）が発足  

した。その後、73年には、英、デンマーク、アイルランドが、81年にはギリシャ  

が、86年にほスペイン、ポルトガルが加盟した。  
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ECにはまず第一に関税同盟という基本的性  

格があり、68年以来加盟国間では同税がゼロと  

なり、域外国に対しては対外共通関税を設定し  

ている。第二には、域内の多くの農産物につい  

て統一価格を設定すると同時に、手厚い農業保  

護政策を講じている。   

79年には欧州通貨単位（ECU）を共通の計  

算の基礎とする欧州通貨制度（EMS）を導入  

した。87年7月には域内統合を目持した単一欧  

州議定書が発効し、92年末を日榛として域内市  

場の完全統合を日持すこととなった。そのため  

に資本移動の完全な自由化、EC共通規格、労  

働者の資格認定等、各種規制の統一を行ってき  

ている。さらに91年末に、99年1月までに欧州  

中央銀行（ECB）の創設と、ECUを共通通  

貨とする通貨統合を実現することを目指し、か  

つ新たに共通の外交政策と安全保障政策を持っ  

た欧州連合として出発することを決めた欧州連  

合条約（マーストリヒト条約）が合意された。  

条約は93年11月に発効し、正式にEUが発足し  

た。そして、89年のドロール報告に基づき、経  

済通貨同盟（EMU）の実施の三段階の移行時  

期と条件等がマーストリヒト条約で規定された。   

まず第一段階として加盟国がすべてEMSに  

参加することであったが、90年に開始され、イ  

ギリス、ポルトガルが為替相場メカニズム（E  

RM）に参加し、92年4月の時点で不参加ほギ  

リシャのみとなった。しかし、9月には、欧州  

通貨危機のもとイギリス、イタリアがERMか  

ら脱退、93年8月にはERMの変動偏ほ15％に  

まで拡大している。第二段階は94年に開始され、  

各国の金融政黄の協調を促す榛闊で、欧州中央  

銀行（ECB）の前身となる欧州通貨穂積（E  

MI）が設立された。さらに、加盟国の過半数  

が四項目の参加基準を清たした上で、99年1月  

【欧州連合（EU）の歩み】  

1951年3月●∈CS亡く欧州石朋美何体）鰹正のたぬかり桑  

杓lこ■印  

195丑牢2月●∈CSC発足  

1957年3月●∈ECおよぴ∈uratom（棚宇柵遁立の  

ためのローマ条約忙■可  

195松宇1月●【ECおよぴ∈uratom発足  

1959年11月●【m（款州自由耳葛1舌）設立のためのストック  

禾ルム義朝に■印  

1960年5月●EFrA発足  

19（娼年12月●∈FrA内のエ薫製晶の間税およ明弧致暮劉限考  

量廣  

1967年7月●∈∈C・∈CSC・【uratom¢3朋の甜（ECの成  

立）  

19鎚年7月●【∈C職同盟が完成  

1972年4月●欧州i粥疇同盟が始勤  

1973年1月●イギリス、即レランド、デンマークが∈Cに加盟（弄1  

次拡大）  

3月●【Cの異同フロートが始動  

4月●F【COM（欧州地力書生）栓■  

1977年7月●∈C・∈m間で色白賞霧地域竜宅成  

1979年3月●∈MS（飲醐露）発足  

19引年1月●ギリシャ、∈Cに加盟（第2次拡大）  

1985年¢月●域内市■白書を発賛  

丁98碍1月●スペイン、刑レ悌ルがECに旗蟄（幕3次拡大）  

2月●暮一散州1定暮に■臼  

1987年7月●書一致州1定■が発効  

1989年4月●棚蟹（【MU）に舛丁ろドD■嬬専守発ま  

6月●【Ct烏合斗（マドリード）でドロづレ書生を糀  

1990年7月●EMUの書1段★が蜘  

10月●イギリスが∈MSに全℡畑  

1991年10月●EC・Em合同疇傭金■にて嘲（EEA）  

加投で全土  

12月●【Ct蔚会tでマーストリヒト輔（酬1舌棚）  

古書  

19さ2年2月●マーストリヒト榊¢  

4月●刺レ相加／が【MSlこ全Ⅲ  

5月●E【A血糊印  

9月●棚、イクリ村側（ERM）を■脱、  

飲伽ヒ  

柑93年1月●∈珊合が発露  

2月●オ■スHノア、スウェーデン、フィンランドが【Cほ  

別始  

8月●【RM伽を上下15％に拡大  

11月●マーストリヒト軸物  

1994申1月●【MUの薫2研が地払、珊（【Mけ先走  

3月●スウェーデン、フィンランド、オーストリア．ノルウェー  

が∈U虻王台書  

4月●ハンガリー、ポーラン閏柁U地中書  

1995年1月●オーストリア．フィンランド、スウェーデンが∈Uに  

加盟（粗大）  

●王艶側tこジャック・サンデーリレひレクセンブルク  

t穏）  

4月●スペイン・ペセタ、ポルトガル・エスクード切り下げ  

6月●棚倉の97年棉を断念  

11月●遭貫統合の宇■に叫する【Ml報告  

12月●∈U暮忘重義で華一淑◎名称を「ユ▼ロ」と決定   
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には第三段階に移行し、EMUの発足と、ECBの設立を決め、単一通貨ユーロ  

を導入することになっている。四項目の基準とほ、  

・物価‥・EMU参加1年前のインフレ率が加盟国中最低の参加国のl．5％以内。  

・財政収支・‥一般政府の財政赤字のGDP比が3％以下、債務残高が60％以下。  

・為替レート・‥参加前2年間は切り下げを行わず、EMSの変動幅の2・25％以内。  

・金利・‥参加前1年以上、物価の安定について良好な多くとも3カ国の平均名目  

長期金利の平均より上2％以内にあること。  

これらの基準をクリアできる国は少なく、各国は基準達成に向け努力を続けてい  

る。欧州通貨統合案現については、EMSのスケジュールどうりの達成は困難に  

思えるが、実現の方向へ動いていることは確かである。  

（2）EUの拡大と他国への影響   

EMUほ、為替変動リスクの除去、単一通貨市場形成による市場統合効果の増  

大をねらいとしている。ECの市場統合に関しては、1987年発効の単一欧州議定  

書以来、人、物、金、サービスの移動の自由化を目指し、282項目の域内非関税障  

壁を除去する措置が行われてきている。   

欧州においてほ、もともと地域間の結びつきが密接（表1）で、近年その範囲  

は拡大深化している。EUもそもそも6カ国によるEECから拡大してきたもの  

である。ECに対抗するために英国の提唱で設立された欧州自由貿易連合（EF  

TA）ほ、英、デンマーク、ポルトガル、スイス、ノルウェー、スウェーデン、  

オーストリア7カ国で発足したが、73年に英、デンマーク、ボルトかレが脱退し、  

ECに参加した。逆にフィンランド、アイスランド、リヒテンシュタインが加盟  

し7カ国となったが、人口がEUの10分の1、GDPが7分の1のEFTAの機  

構は弱体化したため、EUとの協調を図り、94年1月に欧州経済地域（EEA）  

を発足した。EEÅほEUとEFTÅからなる共同市場で、人口3・8億人、GDP  

6．9兆ドルの大市場である。スイスとリヒテンシュタインを除く17カ国が参加し、  

ECの市場統合の規則をもとに自由化が進められている。また、95年1月にほオ  

ーストリア、スウェーデン、フィンランド3カ国もEUに加盟し、事実上EUほ  

EFTÅを吸収した形になった。さらに、市場経済に移行した中・東欧諸国も輸  

出入総額にしめるEU諸国の都合が90年代に入って急速に上昇するなどEU諸国  

への依存度が高まり、加盟を申請している（表2、囲1）。   

このように拡大・深化してきたEUであるが、域外に対して阿藤的であっただ  

ろうか？確かしEU域内の貿易は拡大し、域内国のつながりは強化されてきた。  

しかし、これは域外固からの貿易転換によるものでほない。域外諸国との貿易量  

も同程度に増加している（表3）。EU諸国は統合を進めることで経済力を高め、  
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全貿易量を増加してきたのである。しかも、90～95年にかけてほEU域内貿易量  

の伸び率より、発展途上国との貿易量の成長率の方が高い（表4）。EUが域外  

の特に途上国に対して大いなる園心を持っていることは、EUが1996年にASE  

AN地域とアジア欧州連合首脳会議（ASEM）を問いたり、MERCOSUR  

と貿易自由化に向けて活動を進めたりしていることなどからもわかる。  

4、米州  

（1）NAFTAの意義  

1994年1月、先進国と発展途上国からなる初めての本樽的な自由貿易地域が発  

足した。アメリカ、カナダと、アメリカの7分の1という賃金水準のメキシコの  

統合、北米自由貿易協定（NAFTA）である。NAFTAは対外共通関税を定  

めず、対外的には各国の従来の国税率を課し、域内の貿易の自由化を行うことに  

よって自由貿易地域を創設した。人口3億8000万人、GNP7兆ドルの世界長大  

規模の市場の出現である（表5）。域内貿易に対しては、即時、5年、10年、15  

年の期間に関税が撤廃される。これにより、自動車、繊維、衣料、農産物等を除  

き、1994年1月から国税が撤廃された。一方米国とカナダの二国間の関税につい  

ては、米加FTAのスケジュールに従って1998年までに撤廃することになってい  

る。農産物については、三カ国間での合意を行わず、米国とカナダ、カナダとメ  

キシコの二国間での合意が行われた。農産物には例外措置があり、メキシコのト  

ウモロコシと乾燥豆、米国のオレンジジュースと砂糖に課せられている国税の段  

階的廃止は、2009年までに延長されている。北米におけるすべての自動車の関税  

は10年をかけて段階的に撤廃されるが、62．5％の現地調達率（ローカルコンテン  

ト）を清たさなければならない原産地規則が定められている。（米加FTAでは  

ローカルコンテント50％）そのほか内容は市場アクセス、サービス、投資規則、  

知的所有権、紛争解決の多岐にわたるものである。   

NAFTÅをめぐって米国内でほ激しい論争が展開された。販路の拡大、低賃  

金加工基地の設置、エネルギー・サービス市場の囲い込みをねらう産業界が賛成  

し、アメリカの了分の1という低賃金に惹かれた資本がメキシコに殺到し、米国  

の数百万の労働者が職を失うとして労働組合が反対を表明した。しかしクリント  

ン大洗常の精力的な議会工作により、最終的にNAFTAほ批准された。   

しかしNAFTAの主要な関心ほ、その’名にも問わらず、自由貿易でほないと  

思われる。1990年の時点で、米加間の開税ほもちろんの事、米国とメキシコとの  

間の関税、非関税障壁もかなり低い水準にあった。では何が本当のねらいなのだ  

ろうか？  
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メキシコほ、米国への特恵アクセスとNAFTÅによる公式をお墨付きを得て、  

米国のみならず、ヨーロッパ、日本からの大規模を直接投資の流入を期待してい  

る。一方米国ほ、メキシコの低賃金で高技能の労働力への制限のをいアクセスを  

得て、輸出基地を搾り、国際競争力の改善を期待していたのである。そのために  

NAFTA条約にほ、自由貿易のみならず、投資、競争政策、テレコミュニケー  

ション、金融サービスなど広範な分野の規則が定められていたのである。そして  

米国にとってNAFTAほ、EU、アジアに対し、世界長大の広域市場圏の盟主  

としてその権力を示すものであった。米国はこれにより、EU、日本，GATT  

との貿易交渉において、重要な交渉カードを手に入れたことになる。カナダにと  

ってはNAFTAに参加する積極的なメリットほをかったが、もし米国とメキシ  

コが二国間で自由貿易協定を結んだ場合、米加FTÅのメリットが希薄化し、貿  

易や投資がカナダから他に転換されるのをおそれたのでほないかと思われる。   

またNAFTAは、南部国境地帯の安定維持という政治的意図も持つ。NAF  

TAがメキシコの経済成長を促進し、雇用拡大、生活水準の向上により、社会的  

庄カを和らげ、政治体制の安定化をもたらすだろうと考えられるのである。メキ  

シコにとってほ、外交的、政治的威信を高めることになり、第三世界と先進国を  

リンクする役目を受けたことになる。  

（2）ブロック化への懸念   

このNAFTAに対して脅威論が起こった。GATTウルグアイラウンドの交  

渉が進展しない中でのNAFTA創設ほ、米国の地域主義への姿勢転換かと思わ  

れた。ブッシュ大統領は演説の中で、NAFTAはGATTヱ4条に違反しない経  

済統合であり、さらに将来のグローバルを自由化に向けての一つの段階であるこ  

とを述べている。しかし、24条の規定のように、対外共通関税を設けず、域外国  

に対して園税率が引き上げられることがないからといって、域外国を不利にしな  

いとは言い切れない。すをわち、NAFTAに規定される、原産地規則、アンチ  

・ダンピング税、輸出自主規制、セーフガード措置などが域外国を不利にする可  

能性を秘めているからだ。   

原産地規則は、自由貿易協定が関税同盟と異なり、対外共通関税を設定してい  

ないため、域外と差別化するために設定されるのが一般的である。しかし、この  

規則が単に差別化の限度を超え、域内の生産者に対する保護的手段として拡大さ  

れる傾向を持つことに問題ある。さらにNAFTAが域外からの競争激化に対し  

て、アンチ・ダンピング税、輸出自主規制、セーフガード措置などの管理的貿易  

政策で対抗する場合に、これらが特定国に対して選別的に適用するをらば、差別  

的効果を持つことになるのである。  
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特に米国との結びつきが強いアジア各国ほ、米国市場からの締め出しと、メキ  

シコヘの貿易・投資転換をおそれた。米国ほNAFTAによりメキシコの安価な  

労働力ヘのアクセスを得て、輸出歳争力の向上を因っている。アジアに比べ、メ  

キシコほ米国にとって地理的優位にあるので、アジアに向かっている投資やアジ  

アからの輸入が、メキシコに取って代わられるのではないか思われた。また、原  

産地規則により、米国市場や成長するメキシコ市場での製品版売が域外国にとっ  

て不利になるので、米国を最大の輸出先とするASEANや日本にとっては痛手  

であると考えられた。   

また、NAFTAの地域統合が、rハブ・アンド・スポーク」の形態をとり拡  

大していく可能性があることに対して、保護主義的にならないかと懸念された。  

これほ、米国が自転車の軸（ハブ）となり、比較的に経済規模の小さい多くの国  

が、その軸に対するスポークのように個別につながっていく園係である。このも  

とでほ、NAFTAの枠組みから漏れた後発発展途上国は、圧倒的に強い経済力  

と市場を持つ米国との問係を強化するため、この枠組みに参加しようと多大な譲  

歩を行い、米国に従おうとするだろう。こうして、米国軋求める貿易・投資制度  

面での解放が進むことになる。また、ハブとそれぞれのスポークの間ではそれぞ  

れ独立した二国間取り決めがなされるが、この取り決めの進め方は、多国間で行  

うよりも懇意的になりやすい。また、それぞれのハブとスポークの間で異なる原  

塵地境則が設定されれば、複数のスポークにまたがる貿易取引への原産地規則の  

適用は複雑となり、それだけでも保護的である。   

さらに、NAFTAはGATT24条に違反しないという公式見解にも問わらず、  

NAFTA第103条ヱ項に，NAFTAとGATTの間に矛盾が生じる場合は、N  

AFTAの規定が優先されると規定している。また、NAFTAはGATTアラ  

スといわれるように、ウルグアイラウンドの貿易国連投資措置（TRIM）より  

も踏み込んだ金融や通信、サービス貿易、知的財産権、海外直接投資等に関する  

裁定を定めており、紛争処理に関してもより実効的な方法を明記している。この  

ように多国間交渉のGATTウルグアイラウンドにおいて十分に踏み込めなかっ  

た分野にルールを確立し、一つの模範を示すことになった。   

それでは実際NAFTAはこれらの懸念のように域外国を脅かす存在になるだ  

ろうか？NAFTAのねらいであった直接投資に注目、してみると、メキシコヘの  

投資はぺソの大暴落を受けて減少している。一方NAFTA域外への投資ほ、94  

年度ほ減少したが、95年度には93年度水準より増加している（表6）。またアジ  

ア諸国との貿易量の伸び率は、NAFTA域内貿易量の伸び率よりも高くなって  

いる（表4）。現時点では明らかをNAFTA創設による貿易・投資転換効果と  

いうものはあまり見られをいといえよう。  

ー68－   



（3）米州における他の地域統合  

現在中南米において、MERCOSUR、G3、アンデスグループ、カリブ共  
同体などの地域統合が進んでいる。   

MERCOSURは、ブラジル、アルゼンチン、ウルグアイ、パラグアイから  
なる人口2億人の関税同盟であり、共同市場を目指して、1995年1月に発足した。  
条約にはMERCOSURに参加しをい国睾対する共通の通商政策や、－マクロ経  
済政策、部門別政策を、競争条件を等しくする目的で調整する方針が含まれてい  
る。また対外共通関税があり、最高関税率は20％の水準にある。しかしこれほ、  
従来のラテンアメリカ諸国で見られた保護の水準に比べれば、ほるかに低い水準  
である。MERCOSURの域内貿易ほ、90年代に入って増加が顕著であり（表  
7）、域内諸国間での相互の直接投資も進んでいる。特に、自動車、資本財分野  
での実質的経済関係の強化が進んでいる。   

このようなMERCOSURに対して、周辺諸国は関心を集めており、93年9  
月それに呼応する形で、ブラジルほ、リオグループ第7回会議で、南米自由貿易  
地域（SAFTA）の創設を提案した。   

G3ほ、メキシコ、ベネズエラ、コロンビアの3固からなり、1995年に発効し、  
これより段階的な関税引き下げを開始し、2005年までに3カ国の自由貿易地域が  
完成することになった○コロンビアとベネズエラはアンデスグループにも属し、  
このも・とですでに貿易ほ拡大している。   
アンデスグループ、中米共同市場が、60年代成立していたにも関わらず、有名  
無実となっていたのは、厳しい外貨不足と対外債務の増大が、各国経済を圧迫し、  
統合を省みる余裕がなくなっていたからである。統合の後、各国の市場は拡大し  
たが、その中では、自由化よりも保護が進められ、輸入代替策が採られていた。  
この政策が失敗に終わったのは周知のとおりである。れて、8時代半ばより、  
ラテンアメリカの多くの国ほ、経済改革と民主政治への回帰を思考した。政府公  
社の民嘗化、税制改革、規制緩和、財政均衡、関税引き下げが進み、近隣国との  
貿易関係を削ヒするに至った。そして、MERCOSURの動きに呼応するよう  
な形で、これらほ再話性に向けて動き出した。   
アンデスグループほ、現在ボリビア、コロンビア、エクアドル、ぺルー、ベネ  
ズエラの5カ国からなる。しかし、経済統合に関する交渉ほ国難が続き、紆余曲  
折を経て、1993年1月にぺルーを除く4カ国で域内貿易の自由化を行い、4カ国  
からなる自由貿易地域が発足した。ぺルーほ、4カ国と個々に二国間条約を結び、  
限定された品目リストの貿易自由化に合意している。対外共通開削こ関しては、  
95年2月ベネズエラ、コロンビア、エクアドル3カ国からなる関税同盟が発足し  
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ている。ボリビアほ後発国として形式的に参加しており、自国の関税を課す特別  

待遇が認められている。   

中米共同市場は、60年代に域内の貿易自由化を行い、対外共通関税も実施して  

いたが、80年代中米紛争が始まり、深刻な困難に直面した。87年中米和平が成立  

した後の1992年5月ホンジュラス、グアテマラ、エルサルバドルの3カ国が、相  

互の貿易自由化と対外共通国税の実施に合意した。93年4月にはニカラグアもこ  

れに加わり、4カ国からなる自由貿易地域が発足した。コスタリカ、パナマの参  

加も検討されている。   

チリほ早くから積極的に対外関税を引き下げて、貿易の自由化を先行して推進  

し、輸出振興政策を進行してきた。そして、特に地域統合には参加せずに、多数  

の国と二国間協定を結ぶことで輸出市場の確保を目指した。96年6月には、ME  

RCOSURとも自由貿易協定を結んでいる。  

（4）米州の統合   

NAFTAはその設立の当初から3カ国だけの経済統合でほなく、西半球自由  

貿易地域（WHFTA）創設の足がかりとして考えられていた。1990年6月の新  

中南米支援構想（EAI）の宣言でブッシュ前大統領ほ、「アラスカからティ羊  

ラ・デル・フエゴまで」の自由貿易圏の設立を提案している。こうした流れを受  

け、94年12月、米、加、ラテンアメリカ、カリブ諸国からなる米州34カ国（キュ  

ーバを除く）の首脳会議、米州サミットがマイアミで開催され、クリントン大統  

慣ほ米州自由貿易圏（FTAA）創設を提唱した。FTAAは米州にすでに存在  

する前述のようなサブリージョンでの取り決めや二国間の取り決めを葡掠にして、  

西半球の経済統合を拡大進化させ、多数の協定を一つに収れんしようとする読み  

である。   

米国にとって見れば、地域統合を通じてラテンアメリカ諸国の経済自由化と政  

治的民主化を促進することは、米国の輸出の拡大につながり長期的な利益をもた  

らすことになり、麻薬の密貿易、環境悪化、人権侵青などから生じる政治的脅威  

を減じることができる。ラテンアメリカにとってアメリカとの関係強化ほ自国の  

地位向上につながり、今後の経済発展を期待できるものとなるだろう。   

FTAA創設には、   

・現存するサブリージョナルな地域統合どうしが自由貿易交渉を行い、関係  

を強化していく   

・NAFTAに他のサブリージョンが参加する  

などの方法が考えられる。FTAAほ、経済的に発馬したEUとEFTAが参加  

したEEAと比べ、米国、カナダとラテンアメリカ諸国の格差ほ非常に大きい。  
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アメリカを轍としたハブ・アンド・スポーク型の発展となればラテンアメリカ諸  

国は不利な立場となるだろう。ラテンアメリカ諸国は、現存のサブリージョナル  

な統合を強化し、一定の交渉力を得て、NAFTAと対等に自由貿易交渉または  

加盟交渉を進めるぺきである。NAFTA自体も先進国の米国、カナダと途上国  

のメキシコという地域統合であるので、この成功の是非はFTAA創設に大きな  

影響を及ぼすであろう。   

米州におけるサブリージョナルな地域統合を見てみると、NAFTA、G3に  

参加するメキシコ（APECにも加盟）、アンデスグループ、G3に参加するコ  

ロンビア、ベネズエラをど、複数のサブリージョンに参加している国があり、地  

域統合は米州を分断化しているわけではない。米国、カナダ自体もAPECに参  

加しており、APECから見れば、NAFTAもーつのサブリージョンである。   

また、チリの輸出市場は非常に多様で、米州向けが33％、EU向けが28％、ア  

ジア諸国向けが32％となっており、APECに参加したほか、EUとの関係強化  

も囲っている。MERCOSUR諸国もアジア諸国との関係が強く、近年はEU  

との関係強化も因っている。これらの国々ほFTAAに加わってもアジアやEU  

との関係を弱めることほないであろう。   

互いに重なる地域を持つサブリージョナルな地域統合をまとめ、収れんしてい  

くには多大な努力が必要となろう。しかし、FTAAを創設する上で、これらの  

国々が域外との関係を保っていけば、成功したFTAAはグローバルな自由化促  

進の一助となるだろう。  

5、AP E C  

（1）「降かれた地域主義∴」芋オープンリージョナリズムの模索   

ÅPEC（アジア太平洋経済協力）ほ、1989年11月、オーストラリアのホーク  

首相の発案により結成された緩やかな共同体である。現在加盟は18カ国・地域（9  

7年11月のバンクーバー会議で、ロシア、ペルー、ベトナムの参加決定）で、世界  

のGNPの56％、輸出の46％を占める。APECの目的は、1993年のシアト）L，会  

議より、地域経済協力中やから、貿易投資自由化中心になってきた。94年のイン  

ドネシアでのボゴール会議では、先進国はヱ010年、途上国ほ2020年までにアジア  

太平洋における自由で開かれた貿易・投資の達成という目操が、ボゴール宣言と  

して表明された。ただ、基本的な考え方としてほ、早くから匪かれな埠嘩主義、  

オープンリージョナリズムを目指しており、91年のソウル会議における共同声明  

で、rAPECほ、自由貿易の原則のもとで、開かれた地域主義の模範となり、  

これによって多角的貿易制度を補完し、強化すべきである」と述べている。そし  
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てAPECほ、この開かれた地域主義の基本理念に基づき、GATT／WTOの  

グローバルな自由化に貢献することを宣言している。   

95年の大阪会議でほボゴール宣言を受け、行動指針が打ち出され、各メンバー  

による個別行動とメンバー全体による共同行動のガイドラインが示された。個別  

行動に関しては、APEC特有の、協定によらない協調的自発的行動による自由  

化方式を取ることになった。これほ、協定や制裁措置などに頼らずに、各メンバ  

ーがそれぞれどのような自由化措置をとるかを一定の枠組みに従って自発的に宣  

言し、メンバー間でそれを見比ぺた上で、全体として宣言された自由化を実施す  

る方向へ進めていくというものである。96年のマニラ会議では，MAPA；マニ  

ラ行動計画が採択され、実施に移された。97年11月のバンクーバー会議では、具  

体的自由化計画のレビューが中心議居の予定であったが、7月のタイパーツに始  

まるアジアの通貨、金融危機により、中心議題はアジアの金融安定化となった。  

ただし、貿易・投資の自由化追求の姿勢は崩さず、WTOのもとでの開放的でル  

ールに則った多角的貿易体制を重視し、開かれた地域主義のもとでのAPECの  

活動を宣言している。  

（2）APECの特徴とサブリージョン   

APECは、従来のEUやNAFTAのような地域穂構とほ非常に異なる特徴  

を有している。アジア太平洋地域の全貿易額に占める域内貿易額の増加は、貿易  

自由化などの制度的な地域統合の進展によって実現したものでほなく、市場の原  

理によるものである。それに対し、EU、NAFTAは、統合のための制度を整  

備し、協定に基づいて統合が進められている。   

アジア太平洋において、制度的枠組みを作り、貿易の自由化を進めようとして  

もうまくは行かなかったであろう。それほ、アジア太平洋地域がEUなどと比ぺ  

て、文化・歴史・宗教などにおいて多様であり、国の規模や経済発展の段階や所  

得水準も国によって非常に異なるからである。アジアの発展は、制度的枠組みに  

よるものではなく、このような多様性のために起こった「雁行型」経済発展であ  

る。   

まず、日本で高度成長と工業化が進み、日本国内での主要産業が成熟し、もほ  

や国内産業では採算のとれなくなった産業分野から段階的に、東アジア新興工業  

地域（NIES）に、海外直接投資、技術転換を展開する。東アジアNIESの  

工業化が進むと、日本と東アジアNIESからASEAN諸国へ生産力移転が進  

み、ASEAN諸国のエ業化が進むという形で、域内分業が起こり、域内工業化  

と貿易拡大が進んだ。さらに、ASEAN諸国から、中国、インド、ベトナムな  

どへの拡大も進んでいる。  
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この雁行型発寓において、日本企業のグローバリゼーションに伴う海外進出、  

直接投資が重要な役割を果たし、供給面での強いインパクトを与えるとともに、  

日本ほ工業製品の市場として重要な後部を果たした。これに対し、米国多国籍企  

業の海外直接投資のパターンは、米国内でもまだ成熟していない先端分野の産業  

の海外進出を先に行い、国内市場の生産のために当該マーケットを独占しようと  

するものであった。これでは途上国の現地産業は実力をつけることができず雁行  

型発展ほ起こらない。特にこのパターンの米国の進出先であったラテンアメリカ  

諸国では、アジア諸国とは異なり、輸入代替政策をとっていたことも経済的発展  

の遅れた原因となった。   

このようなアジアの制度的枠組みにとらわれない発展の中で、地理的な近接生  

や補完性から自然発生的に生まれた小型のサブリージぎンが多数存在している。  

・成長の三角地帯（シンガポール、マレーシア、インドネシア）  

1989年12月にゴ・、チョクトンが提唱しi豊年合意された地域協力計画。シ  

ンガポールの資本、技術を豊富な労働力と結びつけ、マレーシアのジョホ  

ール州、インドネシアのバダム州の工業化を行うというもの。  

・華南経済圏（香港、広東省、福建省、台湾）  

狭義にほ、香港と深釧経済特区を擁する中国広東省、海南箸を中核とした経  

済圏。香港の資本を中国の労働力と結びつけ発展している。広義にほ、台湾  

と対岸の中国福建省を中心とする両岸経済圏も含む。  

・環黄海経済圏（日本、遼寧省、三某省、北朝鮮、韓国）  

・環日本海経済圏（北東中国、極東ロシア、韓国、北朝鮮、日本）  

中国提唱の豆満江三角地苛も含む  

・北の成長三角地帯（プーケットくタイ〉、ぺナンくマレーシア〉、メダンくイ  

ンドネシア〉）  

・東ASEAN成長の三角地帯（フィリピン、インドネシア、マレーシア、ブル  

ネイ）  

これらのサブリージョンほ、市場の原理でもって加速的に開発された。   

一方、アジア太平洋地域にほ制度的枠組みによる地域統合も存在している。先  

に述べたNAFTAもーつのサブリージョンであり、そのほかにオーストラリア  

・ニュージーランド2カ国間の経済緊密化協定（CER）や、ASEAN自由貿  

易地域（AFTA）がある。   

ASEANほ、1967年、タイ、マレーシア、インドネシア、シンガポール、フ  

ィリピンの5カ国で発足、84年ブルネイ、95年ベトナム、97年ラオス、ミャンマ  

ーが参加し、カンボジアを含むASEAN10を目持している。ASEÅNほ当初  
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域内の安全保障などの政策協議の場であったが、92年1月のASEAN首脳会議  

のシンガポール宣言で、翌年より共通効果特恵関税（CEPT）制度によってÅ  

FTAを創設することが合意された。2003年までにすぺての製造業製品の関税を  

0～5％のレベルに引き下げるとしているが、原産地比率40％の競走があり、関  

税引き下げの除外品目を加盟国が独自に決定できるなど問題点も多い。ASEÅ  

Nは途上国間の自由貿易地域に移行しつつあるが、相対的に所得水準が低く、域  

内貿易額も小規模である。しかしAFTAのねらいほ、ASEAN間の貿易を促  

進させることよりも、ASEAN商品の競争力を高め、海外直接投資の集まる生  

産拠点になることである。そのために、地域内の開税・非問税障壁を全廃し、貿  

易の自由化を目括している。   

また、1990年12月、マレーシアのマハティール首相ほ、末アジア経済ブロック  

（EAEB）を提唱した。対象国はASEAN各国、中国、日本、韓国、台湾、  

香港で、米、加、豪、ニュージーランドは除外されている。これほ、GATT交  

渉において弱い立場にあった末アジア各国が、経済や市場の結びつきを強めて発  

言力を強化しようというものであった。91年10月に名称を変更し、東アジア経済  

協議体（EAEC）とした。当初、米国は強く反発し、日本もこれに考慮して米  

国に同調した。だが、96年のASEAN拡大外相会議で米国国務次官スベロは、  

EAEC構想に米国ほ反対していないと言明し、柔軟姿勢への転換を示した。今  

後、アジア独自の自由貿易地域が創設されることになるのか期待されるところで  

ある。  

（3）APECの役割   

APECは世界貿易に占めるシェアも拡大してきており、グローバルな貿易自  

由化を考える上で、非常に重要な役割を担っていると考えられる（表8）。AP  

ECほ先進国と途上国の協調の場であり、開かれた地域主義を主張し、WTOの  

多角的貿易体制を遵守することを宣言している。APEC内の自由化の成果ほ、  

域外国にも最恵国待遇措置により適用される。このようなAPECは、他の地域  

統合をAPECのようなより開かれたものとし、グローバルな自由化を達成でき  

るよう、それらの地域統合をまとめる力になりうるのではないだろうか？をによ  

りも、APECは世界長大の市場であるNAFTAを含み、このNÅFTAとと  

もに開かれた地域主義を目指していることに注意しなくてはならをい。ただ、近  

年の米国主導のAPECの制度化に対してほ、マレーシアをはじめとしてアジア  

各国にも懸念の意を示す国があった。このような対立により、APEC内の自由  

化が後退することはあってほならない。   

97年7月、タイバーツの暴落にはじまり、アジアは混乱に陥った。急激な経済  
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成長のため、貿易・経常赤字が基調となっていた貿易構造、国内産業構造、成長  

に見合わぬ金融市場の未整備が原因であった。このアジア危機のため、アジアの  

貿易量や、アジアに対する海外直接投資ほ縮小するであろう。しかし依然として  

アジアは市場としての潜在性がある。人口18億の市場ほ、構造調整を終え、経済  

が回復するとともに、より大きな需要を生むであろう。また安価で高度な技術を  

持った労働力は魅力的なものであり続けるだろう。経済が混乱期にあるアジア各  

国であるが、決して保護主義に向かうぺきではない。APEC加盟国が相互に協  

力しあい、長期的視野に立って、域内貿易の活性化を進め、再び世界をリードす  

る成長センターを目持すぺきである。  

6、グローバルを貿易自由化を求めて   

現在、金融、投資など様々な分野で、世界経済のグローバル化が進んでいる。  

国際貿易体制においては、WTOを中心にグローバルな貿易自由化が叫ばれ、国  

境を越えた企業間競争の展開、国際分業関係の広域化を目指している。WTOの  

前身であるGATTほIMFとともに、第二次世界大戦後に、大戦前の報復同税  

の相次ぐ引き下げ、世界経済の停滞の反省によって作られた自由貿易体制である。   

その主導となったのは米国であった。戦後日本ほGHQの指揮下で、ヨーロッ  

パ諸国ほマーシャルプランのもとで経済復興を目指していた。工業製品の生産性  

ほ米国一国が圧倒的優位にあった。この優位性のもと、米国は自由貿易主義を推  

進した。その自由化ほ大国米国にとっては安価な原材料、労働力の獲得、そして  

工業製品市場の支配となり、さらに自国の経済力を向上させる要因であったが、  

復興途中の日本、ヨーロッパにとっては成長の阻害要因ともなりかねない米国一  

人勝ちの作戦であったとも考えられる。   

しかし、冷戦の激化の中、日本、ヨーロッパは復興を遂げ、日本を追随する形  

でアジア諸国も急成長を遂げた。冷戦も終了し、各国が成長したことにより、米  

国は相対的地位を低下した。そして世界的に貿易量が急成長し始めた。ウルグア  

イ・ラウンドが進行する中、米国は自由貿易主義の提唱から、地域主義、二国間  

主義を摸索し始めた。原産地規則をどを有するNÅFTÅを創設し、日本、EU  

諸国との協議においても、包括通商法301条の多用や、スーパー301条の新  

設などの動きがみられた。   

だが、もほや大国の一人勝ちは許されない。今度は三勢力圏がグローバルな自  

由化について考えるぺきである。EU、米国、日本の先進国がそれぞれ自国の利  

益のみを考えていてはならをい。それぞれが、拡大EU、NAFTA（もしくほ  

FTAA）、APECに所属する途上国について配慮を行い、ともに発展する道  
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を考えねばならない。先進国のみによる自由化は、米国の一人勝ちであった自由  

貿易体制を、先進国のみが利益を受ける自由貿易体制に変えるにすぎをい。これ  

を避けるため、先進国、途上国を含む既存の地域統合が一体となって、 グローバ  

ルな自由化を目指すぺきである。各地域統合においては、域内分業でもって域内  

全体の生産力を向上させるぺきであろう。途上国間の地域統合も、途上国の発言  

力を高め、先進国のみの利益を許さないためにも有効であると考える。もちろん  

各地域統合は、保護主義的になってはならず、相互に協力関係を持つぺきである。  

実際、EUとASEANとの間でアジア欧州連合首脳会議（ASEM）が1996年  

に開かれたり、EUと米国による大西洋自由貿易地域構想（TAFTA）が1995  

年に提唱されたり、EUとMERCOSURが貿易自由化に向けて活動している  

など、広域的地域統合どうしの接触も進んでいる。   

各地域統合は、WTOの傘下にあることを認識し、WTOの理念に反する地域  

統合は阻止されるぺきだろう。そのためにもGATT24条の強化と明確化が必要  

である。関税障壁のみではなく、原産地規則、アンチ・ダンピング税、輸出自主  

規制、セーフガード措置など非関税障壁になりうるものも考慮に入れる必要があ  

ろう。これらの規則は、地域統合を作るときに参加のインセンティブになるもの  

であり、たいていの地域統合が裁定しているものである。それ故に、各地域統合  

が互いに排他的にならないような、また、いくつかの地域統合にまたがって参加  

する国にとって不都合のないようなものであらなければならない。そのために、  

これらの適用による極端な域内生産者保護措置ほ、明確な基準を設けて取り締ま  

るぺきである。そして、24条に各地域統合ほ、グローバルな貿易自由化を目指す  

ための一段階であり、最終的にほグローバルな貿易自由化を目籍していく共同体  

となるぺきことを明記すべきである。   

しかし、グローバルな自由化による効率性の追求は、全体の利益を増大しても、  

経済的な不平等を拡大させるおそれがある。しかもそれが一国内の問題ではなく、  

国際的な問題となるので、所得再分配に対する新たな考え方が必要となろう。サ  

ブ・リージョナルな地域統合にも乗り遅れた後発後進国は、参加を果たした途上  

国との経済格差をますます拡大し、南面問題ほ深刻化するだろう。急激な途上国  

の発展による環境悪化や食桂岡題も深刻である。グローバルな自由化にも問題は  

山稜みである。この間題自体もグ享巨「パルな視点に立って、各国の協力によって  

解決していかなくてはならをいだろう。  
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表1 EC12の貿易マトリックス  （シェア‥％）  表2 中・東欧諸国の対EU依存度の上昇  

輸出岡  愉机九     EC6  ペネル クス   フランス  ドイツ    イタリア  イギリス   llミDI；  地中抽   世界   

EC6  1962    39．2  14．4   7．6  11．7    5．6  5  ．2  2．6  3．1   1（）0．0  
48．9  16．2   1l．1  ‖．5    7．2  5  ．5  1．8  3．7   100  ．0  
42．9  13，3   10．7  12．2    6．8  7．0   1．8  3．6   ll椚  ．0  
43．7  13．6   川．9  12．1    7．1  8  ．6  2．1  4．1   11IO  ．0  

1992・   小L7  13．5   11）．8  13．0    7．4  き．0   1．8  6．9   100  ．0   

ペネルタス  1962    5l．5  柑．2   9．2  20．4    3．6  7  ．5  2．d  

2  

2・  

2  

4   

フランス  l962    36．8  12．0  17．3    7．5    ．7  1．4  3   
48．6  6  

38．9  5  

4l．9  5  

●   42．6  l4  9   

ドイツ  】962    33．9  15  9  川．3  7．7  3  7  3．8  3  
39．8      12．9  3  

36，9      13．1  3  

35，7      11．9  3  

1992   37．9  15  7  13．0  6   

イタリア  1962    34．8  6  6  0  l．4  3  
8   5   

34．9      13．¢  0．8  
19郎  7  

1992  8   

イギリス  柑62    19．0  6．4   3．6  5   6．3  3  
6  3  

川  2  

6  3  

9   5   

lRl泥  】962    23．4  3，1   l．8    5．汽   2．7  35  ．7  ∩．3  1．3   100．0  
24．8  S．l   3．9      4．d  28．8   0．4  2．1   100  ．0  

30．1  6．5   5．5  14．0    4，0  22  ．5  0．6  2．2   川0  ．0  

32．4  7．3   6．7        4．1  20．0   0．7  
1992   38．l  8．5   7．1   8    4．2  18  ．7  0．7  3    11州  

地IM梅3川  t962    33．3  5．7   7．3    3  5  
6  

6  

9  

2   

（旨出入に占めるEU諸国      の割A ％）   

国名   1989  1990  1991  ．1992   
チェッコ  

輸串   26．3  31．4  4畠．3  5乙8  54．6   

輸入   26．5  31．9  39．8  47．7  47 7一   
ハンガリー  

輸出   24．8  32．2  45．7  49．8  46．5   

輸入   29．0  3l．0  41．1  42 7  401   
ポーランド  

輸出   32．1－  45．1  55．8  ．59．1  63．2   

輸入   33．8  43．5  ’49．9  55 6  57 2   

スロバキア  

輸出   18．3  29．1  34．3  4l．2  46．0   

輸入   20．4  25．3  23．1  34．4  37．3   

（出所）チェッコ・チャールズ大学経済研究センター・meprosandconsof亡entral  

Euro匹’sjoiningtheEU－より引用。  

固1EUの中・東欧への拡大  

‖JほI児‘j．アイルランド．デンマークを拝む。  

轟寧 ECの輸出入総額の年平均増力峰  。  

域内 輸出  域外 輸出  域 内  域 外  ECの  ECの 全輸入  肱押の   

EC6  EC6  EC6  EC6   

19 ワ  

EC9  EC9  EC9  EC9  EC9  EC9   

1973－帥年 1981－85年  20．0  

－ユ．9   

．  

柑91－92年   

Eと：12   

ユ981」85年 1986－90年  －1．6 184  －1．0   －1．7      －4．3  －1．3  －3．0   

126              1991－92年  

3．5  3．2   

F，J柁お印αぬ乃α／  

。 
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表5  米  州  

人口  GDP  
（万人）  （億ドル）   

MERCOSUR  
アルゼンチン  3，390  2，321   
ブラ ジル  15，900  4，467   
パラグアイ   480   74   

ウルグアイ   320  12＄   
計   20，090  6，990   

チ  リ   1，380  437   
南米南部諸国計  21，470  7，427   

G3  

メキシコ  9，120  3，610   
コロンビア  3，450  559   
ベネズエラ  2，110  510   
計   14，680  4，679   

アンデス・  

グループ  

ペルー   2，340  503   

エクアドル  l，120  145   
ボリビア  72b   90   
計（注1）  

（アンデス・  
グループ計）  （9，740）  （1．8鵬）   

中米共同市場  3，160】  401   
申リブ共同体   127   

米  国   25，800  62，9（氾   
カ ナ ダ  2」SgO  5，450   
NÅFrA  37，g（氾  7l，960  

（メキシコを含む）  

FrAÅ計（注2       72，681  81，723   

表4 各地域の対世界貿易（輸埠ペース）の伸び率  
く98～95年：平均伸び率，9＄年：前年比腱び率〉  

（埴位：％）  

輸入  

98－ 9  8．3  4．3  11．4  17．4  】5．】  17．8  19．2  24．4  8．6  8．9  7．6  20．6  
せ    界   5年  

96年  3．5  3．0  4．8  2．6  △1．4  1．5  d．S  13．9  6．2  S．2  5．さ  5．Z   

gO－ 95  5．1  3，8  8．6  16．8  15．2  16．7  18．2  21．l  4．7  5．2  6．4  24．9  
E U 15   年  

96年  4．8  3．5  6．4  5．8  9．0  4■7  3．6  △2．8  6．2  7．9  7．】  4．g   

90・－ 95  ll」4  6．3  12．9  17．＄  15．3  18．6  柑．5  25．7  10．5  1l．2  9．2  24，1  
A P E C   年  

96年  3．0  0．1  3．2  l．0  △ 2．1  0．8  3．9  7．5  4．S  2．6  4．¢  3．2   

90・－ 95  1S．8  13．0  16．4  20．3  17．7  20．6  2l．3  26．8  12．7  13．0  13．3  嶋．7  
丈アジア   年  

％年  4．0  3．8  3．9  4．0  △ 0．2  2．6  7．6  10．2  2．0  軍・l  6．2  1．2   

丁ジ丁  
NIES   

粥年  3．9  2．l  3」5  5．6  l．0  、3ニ2   6．1  lO」4  △ 0．5  △ 0．l  ′′2．9  0．d   

90－ 95  17．3  15．2  柑．0  22．2  2l．2  22．2  22．9  26．7  16．7  16．7  11．3  49．5  
AFTA   年  

鍾年  ¢．2  5．さ  6．寧  S．8  3．S  2．6  7．9  12．2  S．早  5．4  9．4  7．9   

ASEAN    90・－ 95年  17．2  lS．4  lT．6  2l．9  2（〉．9  22．0  24．6  26．1  18．S  柑．1  10．5  58．7  

粥年  6．4  7・亨  6．4  S．8  1．9  2．3  23．4  6．9  4．8  4．6  8．9  l0．2   

90・－ 95年  柑．8  25．0  18．9  1l・？  l0．7  18．5  24．6    35．0  36．0  25．3  S4．7  
ll一  同  

96年  1．6  4．4  2．1  △ 4．S  △ 4．1  △l．9  △ 7．7    8．6  8．0  さ．5  △ 2．l  

90－ 95年  9．3  3．3  1l．0  13．9  12，6  15．3  16．4  17．9  ‖．7  ‖．0  5．Z  20．6  
NAFTA  

96年  6．9  2．3  7．5  2．7  l．1   9．l  ＄．8  0．9  9・5  8．3  3．8  7．1   

9¢－ 95年  さ．2  3．6  9．7  1」l．2  12．6  1S．さ  17．3  l9．6  9．0    5．8  20．5  
栗   岡  

輔車  6．9  3．2  7．4  3．2  l．9  8．4  8．0  2．0  10．5    5．0  7．7   

gO・－－ 95年  9．0  3．7  11．1  17．0  14．4  ニ ・  19．2  29．0  5．6  6．0    16．l  
H   ホ  

粥年  △ 7．2  △10．3  ム 6．7  △6．3  ▲ ：  △‘．1  △ 4．ア  △0．S  △ 7．2  △ 7．3    ム12．さ   

90－ 95年  8．0  4．t  S．6  ‖．6  9．8  8．2  9．2  柑．7  Ⅰ．2  2．l  S．5  Z5．1  
ノ／レ＝トスール  

（注）1）ベネズエラ，コロンビ  
アを含む。  
2）パナマ等を含まず。  

薫アジア  

〔純）①ドルペーえのデータに鵜づき飢Il．0．0はIIl位来演．  

②出所が異なるため．荻卜4のデータと一致しない朋所かある．  

（》AFTAはデータの制約から，ブルネイ．ベトナムを除く5カ国（●シンガポール．マレー  

シ丁，タイ．インドネシア．フィリピン）．  

①′ルコ久一ルはブラジル．アルゼンチン．パラグアイ，ウルグアイの4カ同。  

〔溌料）DOT（IトIF）．台杓およぴインドネシアは現地統計よりジェトロ作成  

人口  GDP  
（万人）  （像ドル）   

アジアNIES  

韓国  4，410  3，310  
台湾（チャイ  

ニーズ・タイ  

ペイ）  

香・港   592  1，150   
計   7，092  6，620   

ÅSEAN  

シンガポール  2写7  55l   

インドネシア  18，9（氾  1，430  

マレーシア  1，920  576   
タ イ   5，860  l，100   
フィリピン  6，570  541   
ブルネイ   27   40   
計   33，564  4，238   

日 本   12，500  42，2叩   

中 国   121，∝旧  5，450  

表6 NAFTAの域内直接投資動向（フロー）  
（単位：100万ドル）   

米  国  カ ナ ダ  メ キ シ コ  

93年■  94年  95年  93年  94年  95年  93年  94年  95年   

米   国  ／  ／  ／  3．584  6，287  7．767  2．516  3，32テ  2，113   

か∴十＋ヂ  3．799  4，031  4，一柑9  ／  ／  ／  61  393   45   

メ ーキ・シ’コ  △112  1．276  △453  74  17  15  ／  ノ   ／   
NAFTA・鱒内  3．687  5，307  4．036  写，658  6，304  7，782  2，577  3．720  2，158   

NAFナA∴域外  41，847  44．596  56，812  △′848  1，云56  3，359  2，324  6，243  4．142   

45，534  49，903  60，848  2．810  7．660  11，141  4，901  9，963  6，300  

NAFTA域内  NAFTA嘩外  せ  界  

93年  94亘  95年  93年  94年  95年  93年  94年  95年   

準  寧  6，ldo  9．614  9，880  71，147  43，464  83，526  77，247  53，078  由．406   

オ  ナ ダ  3．860  4，424  4．534  1．8＄3  7，681  3，445  5，743  12，105  7，979   

メ キ シ コ  △ 38  l．293  △438  54  △248  1．p35  16  1，045  597   

NAFTヰ域内  9，922  15，331  13．976  73，0朗  50，897  88，006  83，006  66．228  101．98Z   

NAFTA域外  43．323  52，195  64．313  ／  ノ  ●／  ／  ／   
J一腹  

／  

・？ l  ＿■斯写  53，245  67．526  78．289  ／  ／  ／．  ／  ／   ／   
人口  GDP  

東アジア諸国  

米州諸国（APEC  

加盟国のみ）  

NAFrÅ   37，＄00  71，960   

チ リ   1；380  437   
大洋州諸由（注）  2，522  3，335   
オーストラリア  1，770  2，＄50   
こキージーランド  346  446   

APEC計  215，85＄  134，240   

〔注〕米国の対外・対内投資は米国統計（資本流出），米国を除くカナダの対外・対内投資はカナダ統  

計，メキシコの世界からの投資受け入れはメキシコ銃猟メキシコの対せ界投資は国連UNCTAD  

推計。  

〔資料〕米国商務省‘surveyofCurrentBusiness”96年9月号．カナダ統計局｝Canada・sInternati。nal  

Inves叫entPosition1995∴メキシコ商工省外国投資局データ，UNCTADWorldInvestment  
Report1996．  

（注）′けアニューギニアを含む。 ＿79＿   



，     MERCOSUR諸国の地域別提出  

19忘5－93年 構成比（％）  
19‡5年1990年1！け】年1992年1993年 増加率l粥5年1993年  

（％）   

計   39，477 55，＄14 55．594 61，】87 糾．322  62．9 1（氾．O i恥0   

NAFTA諸国   】0．074 12，680 1仇892 1ヱ．137 13，165   30．7   25．5   20．5   

南米諸国  
（MERCOSUR諸国を除く）   96る l．g32  2，229  2，紬1 3．240  235．5   2．4   5．0   

東アジア（日本を除く）   2，202  4．28島  4，73S  5．2】4  5．（始S －157．5   5．る   8．8   

日  本   2，182  4，155  4．714  4，417  4J99   97．0   5．5   6，7   

オーストラリア．  
ニュージーランド   2ヱ6   ‡48   3ヰ0   30さ   330   45．る    0．6   0．5   

MERCOSUR域内   3．19ヱ  6，394  7．956 10，630 13．糾5  333．7   8．1  2】．5   

参考（PECC加盟賭国）   15，650 23．303 ヱ2，914 25．058 26．998   72．5   39．6   41．9   

（出所）Miれi細山o血むonomhyObl鮎y鮎Ⅳicioshbli亡び血l且R叩曲1血Å曙印Ii叫〟併CO∫M・PgCC．myol開5．   

表8 各地域の対世界貿易（輸出ペース）に占めるシェア（90年・9時）  
（単位：％）  

AFTA  ASEAN  4  中国  NA一丁A  米国  日本  メ／レコ スー／レ   

90年  100．0  43．7  38．3  11．4  7．4  4．2  2．6  1．4  19．1  14．5  6．1  0．9  
世  界・  

96年  100．0  36．1  44．6  16．9  9．6  6．3  4．2  3．2  19．9  15．2  6．1  ・1．5   

90年  小Ll  29．1  6．6  1．6  1．0  0．6  0．4  0．2  3．6  3．1  0．9  0．2  
E  U 15  

96年  38．4  23．3  6．8  2．4  1．4  0．9  0．6  0．4  3．2  2．8  0．9  0，4   

90年  38．8  7．5  26．6  8．7  5．7  3．2  2．0  1，1  12．9  9．1  3．9  0．3  
A P E C  

96年  44．4  6．6  32．6  12．9  7．3  4．9  3．2  2．4  14．4  10．3  4．1  0．6   

90年  12．3  1．9  9．0  3．9  2．4  1．4  0．9  0．7  3．0  2．8  1．8  0．0  
東アジア  

96年  17．3  2．4  12．9  6．6  3．4  2．4  1．6  1．6  3．6  3．4  2．3  0．2   

ア ジ ア  90年  7．9  1．3  5．7  2．2  0．9  0．9  0．7  0．6  2．3  2．1  0．9  0．0   

NIES  96年  10．5  1．4  7．8  4．3  1．6  1．5  1．2  l．5  2．3  2．1  l．0  0．1   

90年  4．1  0．7  3．0  1．3  0．8  0．8  0．5  ・0．1  0．9  0．8  0．8  0．0  
AFTA  
96年  6．3  0．9  4．8  2．4  1．3  1．4  0．9  0．2  1．3  1．2  0．9  0．0   

ASEAN  90年  2．6  0．4  1．9  0．7  0．6  0．4  0．l  0．1  0．5  0．5  0，6  0．0   

ロ  96年  3．9  0．6  3．0  1．4  1．0  0．8  0．3  0．1  0．8  0．＄  0．7  0．0   

90年  1．9  0．2  1．4  0．9  0．9  0．1  0．1    0．2  0．2  0．3  0．0  
中   国                             96年  2．9  0．」  2．2  l．0  0．9  0．2  0．1    0．5  0．5  0．6  0．0   
90年  16．2  3．5  10．6  1．9  1．3  b．6  0．4  0．2  6．7  3．4  1．7  0．2  

NAFTA  
96年  17．5  2．7  12．5  2．4  1．6  0．9  0．5  0．3  8．3  4．6  l．5  0．4   

90年  11．6  3．l  6．8  1．7  1．2  0．6  0．3  0．1  3．3    1．4  0．2  
米  周                             96年  11，9  2．4  7．5  2．2  1．5  0．＄  0．5  0．2  3．6    1．3  0．4   

90年  8．5  1．7  5．8  2．5  1．7  1．0  0．7  0．2  3．0  2．7    0，0  
日   本  

96年  7．9  l．2  5．9  3．4  2．0  l．4  1．0  0．4  2．3  2．2    0．l   

90年  1．4  0．4  0．6  0．1  0．1  0．0  0．0  0．0  0．3  0．，3  0．l  0．1  
メルコスール  

96年  1．4  0．3  0．5  0．1  0．0  0．0  0．0  0．0  0．2  0．2  0．l  0．3   

ー80－   


